
（参考条文） 

 

地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）―抄― 

 

 (一部負担金の額の特例) 

第五十七条の二 組合は、災害その他の総務省令で定める特別の事情がある組合員であつて、

前条第一項第二号又は第三号に掲げる医療機関又は薬局に同条第二項の規定による一部負

担金を支払うことが困難であると認められるものに対し、次の措置を採ることができる。 

一 一部負担金を減額すること。 

二 一部負担金の支払を免除すること。 

三 当該医療機関又は薬局に対する支払に代えて、一部負担金を直接に徴収することとし、

その徴収を猶予すること。 

２ 前項の措置を受けた組合員は、前条第二項の規定にかかわらず、前項第一号の措置を受け

た組合員にあつてはその減額された一部負担金を同条第一項第二号又は第三号に掲げる医

療機関又は薬局に支払うをもつて足り、前項第二号又は第三号の措置を受けた組合員にあつ

ては一部負担金を当該医療機関又は薬局に支払うことを要しない。 

３ 前条第七項の規定は、前項の場合における一部負担金の支払について準用する。 

 

(家族療養費の額の特例) 

第五十九条の二 組合は、第五十七条の二第一項に規定する組合員の被扶養者に係る家族療養

費の支給について、前条第二項第一号イからニまでに定める割合を、それぞれの割合を超え

百分の百以下の範囲内において組合が定めた割合とする措置を採ることができる。 

２ 組合は、前項に規定する被扶養者に係る前条第五項の規定の適用については、同項中「家

族療養費として組合員に支給すべき金額」とあるのは、「当該療養につき算定した費用の額

(その額が現に当該療養に要した費用の額を超えるときは、当該現に療養に要した費用の額)」

とする。この場合において、組合は、当該支払をした金額から家族療養費として組合員に対

し支給すべき金額に相当する金額を控除した金額をその被扶養者に係る組合員から直接に

徴収することとし、その徴収を猶予することができる。 

 


